
訪問介護の現行の報酬体系

３０分未満 210 単位 ３０分を増すごと 219 単位加算

３０分以上１時間未満 402 単位 　 １時間半以降家事援助の場合
３級課程修了者等
による場合

２人介護員の場合 夜間・早朝加算　２５％

１時間以上 584 単位 ＋ ３０分を増すごと 83 単位加算 ９５％を算定 ２００％を算定 深夜加算　５０％

２人介護員の場合 夜間・早朝加算　２５％

１時間以上 222 単位 ＋ ３０分を増すごと 83 単位加算 ２００％を算定 深夜加算　５０％

３０分を増すごと 151 単位加算

１時間半以降家事援助の場合
３級課程修了者等
による場合

２人介護員の場合 夜間・早朝加算　２５％

１時間以上 403 単位 ＋ ３０分を増すごと 83 単位加算 ９５％を算定 ２００％を算定 深夜加算　５０％

３０分以上１時間未満 278 単位

＋×

＋

＋

× ×

特別地域加算

15%

身
体
介
護
中
心

×

家
事
援
助
中
心

３０分以上１時間未満 153 単位

×

複
合
型
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訪問介護の報酬体系を考える視点①【３類型】 
 
 

【３類型の単位】 
30 分以上 1 時間未満の場合 

①身体介護 402 単位 

②家事援助 153 単位 

③複合型 278 単位 

 

【単位設定の基礎】 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行の報酬体系  
 
 
 

現行の報酬体系に対する意見と論点 

× 

× 
身体時間 

総サービス時間 民
間
事
業
者
の
平
均
収
入 

（
１
時
間
当
た
り 

３
、
５
千
円
） 

 

家事時間 

総サービス時間 

２ 
： 
１ 

 
・単価の低い家事援助の割合が高く、事
業の採算をとれない。 

・身体介護と家事援助でコストの差がな
い。 

・身体介護と家事援助は明確に区分で
きない。 

・サービスは身体介護だが、利用者が一
部負担の低い家事援助を選択する。 

一本化するべきとの意見 

 
 
・身体介護の専門性を確保するため、高
く評価するべきである。 

・家事援助のニーズは要介護者に限ら
れないため、低く評価するか、保険給付

から除外するべきである。 

・家事援助は、利用者と事業者の当事
者間で価格を設定し、公定上限の範囲

で給付すべきである。 

身体介護･家事援助に差を設

けるべきとの意見 

 
【保険給付の範囲】 
・家事援助は、介護保険の給付対象と

して評価すべきか。 

【専門性】 
・身体介護と家事援助でケアの専門
性に相違があるか。 

・また、サービスの現場において、専
門性の高い身体介護が実際に提供さ

れているのか。 

【事業者へのｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ】 
・身体介護を家事援助より高く評価し
て、事業者に身体介護の提供のｲﾝｾ

ﾝﾃｨﾌﾞを与えるべきか。 

・その際に、どの程度の単価差を設
定して評価すべきか。 

【利用者の選択】 
・報酬を高く設定すると、利用者がそ
のサービスを選択しなくなるおそれが

あることをどう考えるか。 

・訪問介護以外のサービスとのバラ
ンスをどう考えるか。 

論 点 

＝ 4.4 千円

身体単位 

＝ 1.7 千円

家事単位 

民
間
事
業
者
の

提
供
時
間
割
合 

複合型単位 
（中間値） 

 

利用回数の割合（国保連 平成 13年 5月審

査分） 

身体：家事：複合 = 39.8% : 35.3% : 24.9% 

データ 
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訪問介護の報酬体系を考える視点②【移動時間の反映、特別地域加算】 
 
 
【報酬単価】 
サービス提供時間 ～30 分 30 分～1 時間 1～1.5 時間 

身体介護 210 402 584 

複合型 - 278 403 

家事援助 - 153 222 

【単価設定の考え方】 

 

 

 

短時間の頻回訪問は通常より多くの移動時間を要するため、単価を

割増。 

～30 分 ×1.15 30 分～1 時間 ×1.1 

 

現行の報酬単価（移動時間の反映） 

 
【特別地域加算】 
○ 現行の加算をどう考えるか。 
・ 一般的に、過疎地など人口密度の低い地域において

は、移動時間の増加により、採算は悪くなりがちである。 

・ 報酬を加算した場合、利用者の一部負担、当該地域

の保険者の財政への影響をどう考えるか。 

論 点 

 
【特別地域加算】 

介護報酬単位を 15％割増。 

【特別地域加算を行う地域】 

離島振興対策実施地域、振興山村 など 

【加算率の考え方】 

旧訪問看護の特別地域加算が訪問看護事業所全体の収入額に占

める割合から算出。 

【加算にともなう一部負担の軽減】 

社会福祉法人等が提供する訪問介護 

：市町村民税本人非課税者の一部負担割合 10％→9％ 

＊ 特別地域加算のあるサービス 
訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、福祉用具貸与、居宅介護支

援 

現行の報酬加算（特別地域加算） 

 
【移動時間の反映】 
○ 現行の時間区分、当該区分に応じた単価額をどう考える

か。 
・ 一般的に、サービス提供時間に応じて報酬を設定す

ると、短時間のサービス提供で複数の利用者を訪問す

る場合に比べて、長時間のサービス提供の方が採算

は良くなる。 

論 点 

１時間当たり収入額 

（身体 4.4 千円・家事 1.7 千円）
×  標準時間／60 分 

（30 分） 25 分 （30 分～1 時間） 50 分 （1～1.5 時間） 80 分
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訪問介護の報酬体系を考える視点③【サービス提供責任者】 
 

× 

 

 
【サービス提供責任者の配置】 

（指定居宅サービス等の人員、設備及び運営に関する基

準５条２項） 

指定訪問介護事業者は、指定訪問介護事業所ごとに、常

勤の訪問介護員等であって専ら指定訪問介護の職務に

従事するもののうち事業の規模に応じて１人以上の者をサ

ービス提供責任者としなければならない。 

 
（通知） 

以下のいずれかに該当する員数を置くこととする。 

イ 当該事業所の月間の延べサービス提供時間（事業所

における待機時間や移動時間を除く。）が概ね４５０時間

又はその端数を増すごとに１人以上 

ロ 当該事業所の訪問介護員等の数が１０人又はその端

数を増すごとに１人以上 

 
（サービス提供責任者の業務） 

・ 利用者毎の訪問介護計画の作成 

・ 訪問介護計画の利用者・家族への説明 

・ 訪問介護計画の実施状況の把握・変更 

 

現行の制度  
○ 細かな要員数基準を緩和すべきである。 

・ サービス提供責任者の設置は間接人件費の増大を招き、経

営の圧迫要因である。 

・ 現行の基準は、サービス提供の効率性を固定し、効率性追

求の企業努力が評価されない。 

現行の制度に対する意見〔民間事業者〕 

 
訪問介護事業所従事者数（常勤・非常勤）（平成 12 年 10 月 1 日現在）  

 従事者数（実数） 従事者（常勤換算数） （事業所数） 

 専従・兼務 非常勤 １事業所平均 専従・兼務 非常勤 １事業所平均  

社会福祉法人 21,610 54,129 16.4 19,133.0 17,324.7 7.9 4,626 

  28.5% 71.5%   52.5% 47.5%    

株式会社 9,180 28,518 20.9 8,298.8 6,772.8 8.3 1,806 

  24.4% 75.6%   55.1% 44.9%   

（従事者実数 4,619 20,976 51.2 4,215.6 4,802.9 18.0 500 

20 人以上） 18.0% 82.0%   46.7% 53.3%    

市町村 1086 858 10.0 933.3 259.4 6.1 195 

  55.9% 44.1%   78.3% 21.7%   

 

データ 

 
○ 常勤であることや、サービス提供時間・訪問介護員数に比例した

配置基準をどう考えるか。 

論 点 
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訪問介護の報酬体系を考える視点④【３級訪問介護員の取扱い】 
 

× 

 
 
【報酬単価】 

身体介護中心型及び複合型については、養成研修３級

課程修了者（に相当する人）が訪問介護を行う場合は、当

分の間、所定単位数の 100 分の 95 に相当する額を算定

する。 

サービス提供時間 ～30 分 30 分～1 時間 1～1.5 時間 

身体介護 210 402 584 

 （３級 200） （３級 382） （３級 555） 

複合型 - 278 403 

 - （３級 264） （３級 383） 

家事援助 - 153 222 

 

【減額の考え方】 

３級訪問介護員と介護福祉士、１・２級訪問介護員との給

与差の割合だけ減額。 

介護福祉士 21.6 万円 ２級訪問介護員 18.1 万円 

１級訪問介護員 20.2 万円 ３級訪問介護員 17.7 万円 

 

【訪問介護員養成事業】 

訪問介護員資質向上事業（1/2 補助）  

都道府県が３級課程修了者のうち現に活動するものを

対象に２級課程の養成研修事業を行う。 

現行の制度 

 
訪問介護事業所介護職員数（平成 12 年 10 月 1 日現在）   

 専従 兼務 （常勤換算） 非常勤 （常勤換算） 専従・常勤換算計

介護職員 28,263 5,957 2,799.6 108,876 30,200.2 61,262.8 100.0% 

介護福祉士 9,915 2,304 1,113.9 3,489 1,252.3 12,281.2 20.0% 

ヘルパー１級 5,546 858 442.5 3,912 1,349.3 7,337.8 12.0% 

ヘルパー２級 12,392 2,625 1,177.8 88,647 24,673.2 38,243.0 62.4% 

ヘルパー３級 410 170 65.4 12,828 2,925.4 3,400.8 5.6% 

各事業所の従事者に占めるヘルパー３級の割合（常勤換算）（平成 12 年 10 月 1 日現在） 

ヘルパー３級割合 事業所数 ヘルパー３級割合 事業所数 

0% 7,562 88.7% 41～60% 75 0.9%

1～20% 690 8.1% 60～80% 9 0.1%

21～40% 178 2.1% 80～100% 8 0.1%

 
サービス提供回数（平成 13 年 5 月国保連審査分） 

  全体 ３級訪問介護員 

身体介護 2,734,525 20,205 0.7%

複合型 1,707,630 26,802 1.6%

計 4,442,155 47,007 1.1%

 

データ 

 
○ ３級訪問介護員が身体介護・複合型の訪問介護に従事することを

どう考えるか。 
○ 減額して介護報酬を支払う場合、減算率はどうか。 
○ 家事援助について、３級訪問介護員が従事する場合はどうか。 

論 点 
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訪問介護の報酬体系を考える視点⑤【いわゆる介護タクシー】 
 

× 

 
【介護タクシーによる一連のサービスの内容】 

場 所 （介護行為） 

①自宅の中 （外出準備・玄関への移動） 

②自宅から乗車までの間 （タクシーまでの移動・乗車） 

乗車中 〈一部の事業者はタクシー料金をとらない〉 

③降車から病院等までの間 （降車・病院等までの移動） 

④病院等の中 （診察受付・（場合により）院内の移動等） 

＊１： ①～④の全部又は一部が介護タクシーの運転手に

よって行われている。 

＊２： ①～④の合計時間を一連のサービス行為とし、身

体介護１回として算定。 

【特定の行為への特化の禁止】 

（指定居宅サービス等の人員、設備及び運営に関する基準 29 条の 2） 

指定訪問介護事業者は、指定訪問介護の事業の運営に

当たっては、入浴、排せつ、食事等の介護又は調理、洗

濯、掃除等の家事を常に総合的に提供するものとし、介護

等のうち特定の援助に偏することがあってはならない。 

 【基準該当サービスとしての取扱い】（全国課長会議 13.2.14） 

保険者の判断によって、特定の行為に特化した事業所に

よるサービスを、基準該当サービスとして特例居宅サービ

ス費の支給対象として取り扱うことができることとする。 

現行の制度 

 
○道路運送法に基づく一般乗用旅客自動車運送業（タクシー）の免許を受けている指定訪問介護事業

所（１４８（都道府県の指定件数））に関する状況 

①運賃の取扱い ※  
 
②ヘルパーと運転手の関係 ※  

利用者から徴収せず 55 件
 
主に運転手とヘルパーが兼務 73 件 

利用者から一部徴収 98 件
 主に運転手とは別にヘルパーが同

行・添乗 
14 件 

利用者から満額徴収 17 件
 
利用者の状況による 57 件 

※ 重複計上（利用者によって取扱いが異なる場合等あり） 

③介護職員のうちタクシー運転手を 常勤職員の 67.8%  

兼務する者の割合 非常勤職員の 55.2%  

④介護報酬請求額に占める ⑤基準該当サービスの実施市町村 3 件 

通院・外出介助額の割合 68.8%
（13 年 8 月 

ｻｰﾋﾞｽ提供分） 対象事業所数 3 件 

データ（厚生労働省調べ 13.10.1 現在。都道府県を通じて事業所に照会） 

 
○ タクシー会社の外出介助サービスの提供に対する介護保険での

評価をどう考えるか。 
・ 一連のサービスのうち、介護報酬の支払いの対象とするべき

範囲（利用者・利用目的・利用形態など）をどう考えるか。 
・ 運転中は介護保険の給付対象とすべきものか。 
○ 介護保険で評価するとして、支払うべき報酬額をどう考えるか。 
・ 一部の事業者はタクシー料金を徴収していないが、介護報酬

が高すぎるのではないか。 
・ 現行単価は、様々な内容や時間のサービスを提供する事業

者を前提としているのではないか。 

論 点 



訪問介護

Ⅰ　介護給付費に関するデータ （国民健康保険団体連合会　平成１３年５月審査分）

訪問介護総費用 26,734,391 　千円

介護総費用全体に占める割合 8.21 　％

要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

利用者数 518,033 90,130 188,643 92,642 53,517 45,653 47,448  （平均要介護度） 1.91

100% 17.4% 36.4% 17.9% 10.3% 8.8% 9.2%

利用者１人当たり平均単位数 ／月 5,041.5 1,951.7 3,542.0 5,257.4 7,135.0 8,725.4 10,545.1  

利用者１人当たり平均利用回数 ／月 13.2 6.8 10.1 13.8 17.5 21.1 24.5

利用者１人当たり平均利用実日数／月 10.2 6.6 9.0 11.1 12.3 13.5 14.8  

１利用者１日当たり平均単位数 　 492.6 296.1 392.7 473.8 577.7 648.6 711.5  

社会福祉法人
（社協以外）

社会福祉法人
（社協）

医療法人 営利法人 農協 生協 その他法人

指定事業所数 13,489 2,634 2,338 1,359 5,447 367 290 1,054

（平成１３年５月現在、厚生労働省調べ) 100% 19.5% 17.3% 10.1% 40.4% 2.7% 2.1% 7.8%

請求事業所数 12,179 2,478 2,176 997 4,403 322 260 　

１事業所当たり平均費用額 ／月 2,194,934 2,010,658 2,277,337 1,291,807 2,473,819 1,273,907 1,993,196

１事業所当たり平均利用実人数 ／月 44.6 47.9 57.9 30.3 39.1 27.5 44.0

利用者１人当たり平均費用額 ／月 49,172 41,938 39,313 42,678 63,282 46,334 45,340

①　要介護状態区分別

要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

利用回数 6,861,278 611,695 1,907,052 1,279,746 937,146 963,116 1,162,523 （平均要介護度） 2.50

100% 8.9% 27.8% 18.7% 13.7% 14.0% 16.9%

身体介護 38.4% 0.7% 5.1% 5.6% 6.1% 8.6% 12.3%

身体・家事 1.4% 0.0% 0.3% 0.3% 0.2% 0.2% 0.3%

家事援助 35.3% 7.2% 16.2% 7.2% 2.8% 1.2% 0.6%

複合型 20.4% 0.7% 4.7% 4.5% 3.8% 3.4% 3.2%

複合・家事 4.5% 0.3% 1.4% 1.1% 0.7% 0.6% 0.5%

利用単位数 2,637,740 177,710 672,122 492,127 385,890 403,536 506,356 　（千単位）

100% 6.7% 25.5% 18.7% 14.6% 15.3% 19.2%

１回当たり平均単位数 384.4 290.5 352.4 384.6 411.8 419.0 435.6 　（単位）



②　サービス類型別

身体介護 身体・家事 家事援助 複合型 複合・家事

利用回数 6,861,278 2,635,749 98,776 2,419,123 1,397,587 310,043

100% 38.4% 1.4% 35.3% 20.4% 4.5%

利用単位数 2,623,967 1,071,729 79,516 592,222 694,234 186,266 　（千単位）

（特別地域加算を除く） 100% 40.8% 3.0% 22.6% 26.5% 7.1%

１回当たり平均単位数 382.4 406.6 805.0 244.8 496.7 600.8 　（単位）

（特別地域加算を除く）

③　所要時間別（利用回数割合）

-30 分 30-60 分 60-90 分 90-120 分 120-150 分 150-180 分 180-210 分 210-240 分 240- 分

身体介護 38.4% 20.2% 11.2% 3.0% 2.3% 0.5% 0.7% 0.2% 0.2% 0.2%

身体介護＋家事援助 1.4% 0.7% 0.2% 0.3% 0.0% 0.1% 0.1%

家事援助 35.3% 14.0% 6.9% 10.9% 1.3% 1.7% 0.1% 0.1% 0.1%

複合型 20.4% 7.4% 4.2% 5.2% 0.8% 1.7% 0.2% 0.4% 0.4%

複合型＋家事援助 4.5% 2.3% 0.5% 1.1% 0.1% 0.2% 0.3%

計 100.0% 20.2% 32.6% 14.1% 21.5% 3.3% 5.6% 0.7% 1.0% 1.0%

④　加算項目別（利用回数）

夜間 深夜 ２人 ２人・夜間 ２人・深夜

計 100% 6.1% 1.3% 1.6% 0.0% 0.0%

⑤　特別地域加算地域における事業所（再掲）

特別地域加算の請求事業所数 974

請求事業所全体に占める割合 8.0%

１事業所当たり平均費用額 ／月 1,178,080

１事業所当たり平均利用実人数 ／月 29.4

利用者１人当たり平均費用額 ／月 40,051



Ⅱ　介護サービス事業所に関するデータ（介護サービス施設・事業所調査　平成12年10月）

①　利用者数規模別事業所数
　

　 　

訪問介護 100.0% 12.5% 18.5% 17.1% 13.4% 9.3% 17.3% 8.2% 47.2 492.6

②　常勤換算従事者数

総数 常勤 非常勤 総数 常勤 非常勤

介護職員 72,178 36,550 35,629 7.4 3.7 3.7

　　介護福祉士 13,990 12,586 1,404 1.4 1.3 0.1

　　ホームヘルパー１級 7,955 6,443 1,511 0.8 0.7 0.2

　　ホームヘルパー２級 42,874 14,810 28,064 4.4 1.5 2.9

　　ホームヘルパー３級 3,983 522 3,461 0.4 0.1 0.4

看護婦 986 761 225 0.1 0.1 0.0

准看護婦 805 574 231 0.1 0.1 0.0

その他の職員 3,004 2,641 362 0.3 0.3 0.0

（注）　従事者数は常勤換算した数値である

100人以上

従事者総数

１事業所当たり
利用者数

１事業所当たり
利用者延数

１事業所当たり従事者数

１～９人 10～19人 20～29人 30～39人 40～49人 50～99人



３類型の区分についての解釈通知

（平成１２年３月１日老企第３６号より抜粋）

○訪問介護の区分(所要時間が１時間３０分未満の場合)

訪問介護の区分については、身体介護が中心である場合(以下「身体介護中心型」という。)、家事援助が

中心である場合(以下「家事援助中心型」という。)、身体介護及び家事援助がそれぞれ同程度行われる場合

(以下「複合型」という。)の３区分とされたが、複合型は、１回の訪問介護につき、身体介護と家事援助のいず

れが中心とも言いがたい場合も存在することから、利用者と事業者の間での混乱を避けるために設けられたも

のであり、身体介護中心型、家事援助中心型の２区分のいずれかへの区分が困難な場合に適用されるもの

である。これらの型の適用に当たっては、１回の訪問介護(全体時間が１時間３０分未満のものを想定。)にお

いて「身体介護」と「家事援助」が混在するような場合について、各サービス行為の個々の時間によって細かく

区分するのではなく、「身体介護」に該当する行為がどの程度含まれるかを目安に、全体としていずれの型の

単位数を算定するかを判断すること。

その際、まず、身体介護に要する一般的な時間や内容からみて、身体介護を構成する個々の行為を

① 比較的手間のかからない体位交換、移動介助、移乗介助、起床介助(寝床から起こす介助)、就寝介

助(寝床に寝かす介助)等の「動作介護」

② ある程度手間のかかる排泄介助、部分清拭、部分浴介助、整容介助、更衣介助等の「身の回り介護」

③ さらに長い時間で手間のかかる食事介助、全身清拭、全身浴介助等の「生活介護」

に大きく分類することとし、その上で、次の考え方を基本に、訪問介護事業者は、居宅サービス計画作成時点

において、利用者が選択した居宅介護支援事業者と十分連携を図りながら、利用者の心身の状況、意向等

を踏まえ、適切な型が適用されるよう留意するとともに、訪問介護計画の作成の際に、利用者又はその家族等

への説明を十分に行い、その同意の上、いずれの型かを確定するものであること。

① 身体介護中心型の所定単位数が算定される場合

・ 専ら身体介護を行う場合

・ 主として「生活介護」や「身の回り介護」を行うとともに、これに関連して若干の家事援助を行う場合

(例)簡単な調理の後、食事介助を行う場合。

② 家事援助中心型の所定単位数が算定される場合

・専ら家事援助を行う場合

・家事援助に伴い若干の「動作介護」を行う場合

(例)利用者の居室から居間までの移動介助を行った後、居室の掃除を行う場合。

③ 複合型の所定単位数が算定される場合

・ (1)、(2)以外の中間的な場合

(例)寝たきりの利用者の体位変換を行いながら、ベッドを整え、体を支えながら水差しで水分補給を行

い、安楽な姿勢をとってもらった後、居室の掃除を行う場合。



○「身体介護」及び「家事援助」の意義について

（注２の）「身体介護」とは、利用者の身体に直接接触して行う介助並びにこれを行うために必要な準備及

び後始末並びに利用者の日常生活を営むのに必要な機能の向上等のための介助及び専門的な援助であ

る。その具体例としては、例えば、「食事介助」の場合には、食事摂取のための介助のみならず、そのための

一連の行為(例：声かけ・説明→訪問介護員等自身の手洗等→利用者の手拭き、エプロンがけ等の準備→食

事姿勢の確保→配膳→おかずをきざむ、つぶす等→摂食介助→食後安楽な姿勢に戻す→気分の確認→食

べこぼしの処理→エプロン・タオルなどの後始末・下膳など)が該当するものであり、具体的な運用にあたって

は、利用者の自立支援に資する観点からサービスの実態を踏まえた取り扱いとすること。

また、「利用者の日常生活を営むのに必要な機能の向上等のための介助及び専門的な援助」とは、利用者

の日常生活動作能力などの向上のために利用者の日常生活動作を見守りながら行う手助けや介助に合わせ

て行う専門的な相談助言等を言うこと。

（注３の）「家事援助」とは、身体介護以外の訪問介護であって、掃除、洗濯、調理などの日常生活の援助と

されたが、次のような行為は家事援助の内容に含まれないものであるので留意すること。

① 商品の販売や農作業等生業の援助的な行為

② 直接本人の日常生活の援助に属しないと判断される行為

○「家事援助中心型」の単位を算定する場合

（注３において）「家事援助中心型」の単位を算定することができる場合として、「利用者が一人暮らしである

か又は家族等が障害、疾病等のため、利用者や家族等が家事を行うことが困難な場合」とされたが、これは、

障害、疾病のほか、障害、疾病がない場合であっても、同様のやむをえない事情により、家事が困難な場合を

いうものであること。

具体的な運用については、一律の基準で判断を行うものではなく、個々の事情に応じ、介護支援専門員、

市町村等現場の良識ある判断によるべきものであること。



訪問介護員の養成について（概要）

１．訪問介護員養成研修修了者数

課程 3～10（実績） Ｈ11（見込） 累計（見込）H

１級課程 45,494 人 8,896 人 54,390 人

２級課程 237,383 人 298,327 人 535,710 人

３級課程 269,562 人 105,987 人 375,549 人

１～３級合計 552,439 人 413,210 人 965,649 人

（注１）平成２年度以前の実施分については、実態未把握。

（注２）各養成課程（１～３級、合計）欄の数値は、実人員ではなく延人員

を計上している （１人の者が課程昇進（レベルアップ）を行っている。

場合、それぞれにカウントされているため ）。

（参考）13年度における訪問介護員養成関係予算

（１ 「離島等における訪問介護員養成事業 （１．４億円）） 」

訪問介護員の供給が困難な離島、山間、へき地等における人材確保の観点から、

各都道府県が実施する訪問介護員養成研修事業に対して補助を行う。

（２ 「訪問介護員資質向上事業 （１０．２億円)） 」

各都道府県が３級課程修了者であって現に訪問介護員として活動している者を対

象に２級課程の訪問介護員養成研修事業を行う場合に補助をすることにより、資質

の向上を図る。

（３ 「訪問介護員養成研修円滑化事業 （新規・１．０億円）） 」

各都道府県において、実習受け入れ施設等の把握及び「リスト」の作成、公示を

行い、養成研修の円滑な実施を推進する。

（４ 「訪問介護適正実施研修事業 （新規・０．３億円）） 」

各都道府県において、サービス提供責任者に対し、家事援助の適切な提供など、

適正な訪問介護計画の作成や他の訪問介護員の技術向上のための指導方法等につい

ての研修を実施する。



２．研修課程（訪問介護員に関する省令等）

課 程 概 要 受講対象者 時 間

指定訪問介護事業所等 講義 ８４
１級課程 のサービス提供責任者 ２級課程修了者 ２３０ 演習 ６２

実習 ８４等の養成研修

訪問介護事業従事者の 訪問介護事業に従事する １３０ 講義 ５８
２級課程 基本研修 者又はその予定者 演習 ４２

実習 ３０

訪問介護事業入門研修 非常勤の訪問介護員、登 ５０ 講義 ２５
３級課程 録の訪問介護員等として 演習 １７

実習 ８訪問介護事業に従事する
者又はその予定者

（参考 「実習」課程内訳）

科目 時間数 科目 時間数

１級 介護実習 76
痴呆性高齢者等処遇困難事例対応
実習

24

デイサービスセンター実習 12

チーム運営方式業務実習 16

訪問看護同行訪問 8

在宅介護支援センター職員との同
行訪問

8

事例報告の検討 8

福祉事務所、保健所等の老人保健福
祉に係る公的機関の見学

8 公的関係機関見学 8

２級 介護実習 24 介護実習 16

ホームヘルプサービス同行訪問 8

老人デイサービスセンター等のサー
ビス提供現場の見学

6 在宅サービス提供現場見学 6

３級
老人デイサービスセンター等のサー
ビス提供現場の見学

8 在宅サービス提供現場見学 8

省令 旧・通知



２級課程の研修カリキュラム

区分 科 目 時間数 備 考

講義 社会福祉の基本的な理念及び ６
福祉サービスを提供する際の
基本的な考え方に関する講義

老人保健福祉及び障害者福祉 ６
に係る制度及びサービス並び
に社会保障制度に関する講義

訪問介護に関する講義 ５ 訪問介護員の職業
倫理に関する講義
に２時間以上充て
ること。

老人及び障害者の疾病、障害 １４
等に関する講義

介護技術に関する講義 １１ 事例の検討に関す
る講義に４時間以
上充てること。

家事援助の方法に関する講義 ４

相談援助に関する講義 ４

医学等の関連する領域の基礎 ８
的な知識に関する講義

演習 福祉サービスを提供する際の ４
基本的な態度に関する演習

介護技術に関する演習 ３０

訪問介護計画の作成等に関す ５
る演習

レクリエーションに関する演 ３
習

実習 介護実習 ２４ 特別養護老人ホー
ム等における介護
実習及び訪問介護
に関する実習を行
うこと。

老人デイサービスセンター等 ６
のサービス提供現場の見学

合 計 １３０



介護労働実態調査　（同調査中間結果報告から老健局において抜粋）

①　実施主体 (財) 介護労働安定センター

②　調査対象 ５人以上の常用労働者を雇用する介護分野事業所　3,080社　（うち　1,347社から回答）

社会福祉法人 医療法人 民間企業 農協 生協 ＮＰＯ
48.2% 15.6% 26.4% 2.0% 0.7% 2.2%

訪問介護 訪問入浴介護 通所介護 通所リハ 訪問看護 特養 老健
60.1% 15.4% 43.2% 15.4% 17.0% 32.8% 9.4%

③　調査期間 平成12年11月1日～30日

④　調査結果の概要

(1) 就労日数・労働時間

　 常勤労働者 短時間労働者 非常勤労働者

就労日数／月 21 20 17 13 15 　日
労働時間／日 7.8 7.5 5.7 5.2 3.9 時間

(2) 賃金
月給 日給 時間給

所定賃金 224,726 8,183 1,203 　円
（支払形態割合） 70.9% 4.8% 24.3%

　 常勤労働者 短時間労働者 非常勤労働者

所定賃金 226,677 151,852 89,920 86,298 66,934 　円
（月収換算ベース）

(3) 訪問介護事業所
身体介護 複合型 家事援助

平均賃金額 1,456.8 1,251.2 1,056.3 　円
（時間給）

労働時間として賃金を支払
う。

移動時間は考慮しないで
賃金を支払う。

移動時間は考慮しないが
何らかの措置を講ずる。

移動時間 18.5% 25.2% 56.3%
　

正社員 登録ヘルパー

非正社員

非正社員

法人格

提供サービス
（複数回答）

正社員 登録ヘルパー



訪問介護サービス事業状況調査　（同調査中間報告から老健局において抜粋）

①　実施主体 日本労働研究機構（厚生労働省所管の特殊法人）

②　調査対象 ＷＡＭ　ＮＥＴ　に「訪問介護」サービス事業者として登録されている事業所　13,178所　（うち　4,088所から回答）

社会福祉法人 社会福祉協議会 医療法人 株式会社 有限会社 協同組合 ＮＰＯ
19.8% 20.0% 8.5% 22.9% 13.0% 5.4% 2.6%

③　調査期間 平成12年12月～13年1月

④　調査結果の概要

(1) 経営の状況（訪問介護事業の収支）

　 黒字 収支トントン 赤字

事業所全体 9.8% 32.4% 55.8%

(2) 経営の状況（訪問介護事業の展望）

積極的に拡大 徐々に拡大 現状維持 縮小＋撤退

事業所全体 11.5% 40.2% 40.5% 2.3%

(3) 利用者確保の状況

確保できている 確保できていない

事業所全体 26.8% 71.1%

(4) ホームヘルパーの過不足状況

不足している 適当 過剰である

事業所全体 53.5% 35.4% 9.4%

法人格



訪問入浴介護の現行の報酬体系

介護職員３人による
場合　(*)

清拭または部分浴
を実施した場合

９５％を算定 ７０％を算定

特別地域加算

15%

×単位1,250
看護職員１人および介護
職員２人が行った場合 ×

(*) 入浴により利用者の身体の状況等に支障を
生ずるおそれがないと認められる場合に、その
主治医の意見を確認した上で実施。



訪問入浴介護

Ⅰ　介護給付費に関するデータ （国民健康保険団体連合会　平成１３年５月審査分）

訪問入浴介護総費用 3,154,851 　千円

介護総費用全体に占める割合 0.97 　％

要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

利用者数 69,314 64 1,700 4,751 8,859 19,207 34,733 　 （平均要介護度） 4.16

100% 0.1% 2.5% 6.9% 12.8% 27.7% 50.1%

利用者１人当たり平均単位数 ／月 4,457.1 3,104.5 4,085.6 4,279.5 4,412.6 4,426.7 4,530.1 　

利用者１人当たり平均利用回数 ／月 3.6 2.6 3.3 3.4 3.6 3.6 3.6

利用者１人当たり平均利用実日数／月 3.6 2.6 3.3 3.4 3.6 3.6 3.6 　

１利用者１日当たり平均単位数 　 1,241.2 1,189.8 1,238.1 1,245.4 1,240.6 1,240.8 1,241.2 　

社会福祉法人
（社協以外）

社会福祉法人
（社協）

医療法人 営利法人 農協 生協 その他法人

指定事業所数（13.5) 2,817 765 940 77 885 19 7 124

（平成１３年５月現在、厚生労働省調べ) 100% 27.2% 33.4% 2.7% 31.4% 0.7% 0.2% 4.4%

請求事業所数 2,458 694 813 47 724 15 6 　

１事業所当たり平均費用額 ／月 1,283,503 627,013 680,768 472,942 2,691,361 703,003 300,880

１事業所当たり平均利用実人数 ／月 28.3 14.2 15.5 10.4 58.5 16.6 6.8

利用者１人当たり平均費用額 ／月 45,354 44,083 43,790 45,272 46,043 42,350 44,031

①　要介護状態区分別

要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

利用回数 248,984 167 5,611 16,388 31,540 68,512 126,766 （平均要介護度） 4.18

100% 0.1% 2.3% 6.6% 12.7% 27.5% 50.9%

利用単位数 309,953 208 6,984 20,385 39,256 85,292 157,829 　（千単位）

100% 0.1% 2.3% 6.6% 12.7% 27.5% 50.9%

１回当たり平均単位数 1,244.9 1,242.8 1,244.7 1,243.9 1,244.6 1,244.9 1,245.0 　（単位）

②　職員体制別（利用回数）

要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

看護・介護職員 97.6% 0.1% 2.2% 6.4% 12.3% 26.9% 49.7%

介護職員のみ 2.4% 0.0% 0.1% 0.2% 0.3% 0.6% 1.2%



Ⅱ　介護サービス事業所に関するデータ（介護サービス施設・事業所調査　平成12年10月）

①　利用者数規模別事業所数
　

　 　

訪問入浴介護 100.0% 36.2% 22.9% 12.5% 5.2% 3.2% 6.3% 5.2% 29.0 94.1

②　常勤換算従事者数

総数 常勤 非常勤 総数 常勤 非常勤

介護職員 6,025 4,773 1,252 2.7 2.1 0.6

　　介護福祉士 1,116 1,053 64 0.5 0.5 0.0

　　ホームヘルパー１級 394 337 58 0.2 0.2 0.0

　　ホームヘルパー２級 1,960 1,329 631 0.9 0.6 0.3

　　ホームヘルパー３級 188 92 96 0.1 0.0 0.0

看護婦 1,245 844 401 0.6 0.4 0.2

准看護婦 1,641 1,214 427 0.7 0.5 0.2

その他の職員 516 422 94 0.2 0.2 0.0

（注）　従事者数は常勤換算した数値である

１事業所当たり
利用者延数

100人以上
１事業所当たり
利用者数

従事者総数 １事業所当たり従事者数

40～49人 50～99人１～９人 10～19人 20～29人 30～39人



(1)３時間以上 332 単位 280 単位 443 単位 373 単位
　４時間未満 383 単位 331 単位 511 単位 441 単位 　　×

514 単位 462 単位 687 単位 616 単位 70%を算定

(２)４時間以上 474 単位 400 単位 633 単位 533 単位
　６時間未満 547 単位 473 単位 730 単位 630 単位

734 単位 660 単位 981 単位 880 単位

(３)６時間以上 664 単位 560 単位 886 単位 746 単位
　８時間未満 766 単位 662 単位 1,022 単位 882 単位

1,028 単位 924 単位 1,373 単位 1,232 単位

×

機能訓練体制加算 １日につき 27 単位
食事加算 １日につき 39 単位

＋ 送迎加算 片道につき 44 単位
入浴介助加算 １日につき 39 単位
特別入浴介助加算 １日につき 60 単位

(三)要介護３・４・５

単独型 併設型 痴呆専用単独型

２時間以上
３時間未満の場合

通所介護の現行の報酬体系

(一)要支援
(二)要介護１・２

痴呆専用併設型

(一)要支援
(二)要介護１・２
(三)要介護３・４・５

(一)要支援

70％を算定

(二)要介護１・２
(三)要介護３・４・５

①利用者の数が運営規程に定める利用定員を超えているとき

②看護職員、介護職員の員数が指定居宅サービス基準の規定に達していないとき



（通常規模の医療機関） （小規模診療所） （介護老人保健施設）

(1)３時間以上 331 単位 333 単位 324 単位
　４時間未満 387 単位 390 単位 379 単位 　　×

532 単位 535 単位 521 単位 70%を算定

(２)４時間以上 490 単位 480 単位 463 単位
　６時間未満 575 単位 562 単位 542 単位

789 単位 772 単位 744 単位

(３)６時間以上 661 単位 665 単位 648 単位
　８時間未満 774 単位 779 単位 758 単位

1,063 単位 1,070 単位 1,041 単位

×

食事加算 39 単位
送迎加算 44 単位

＋ 入浴介助加算 39 単位
特別入浴介助加算 60 単位

550 単位

１日につき

片道につき

１日につき

１日につき

月１回限り

通所リハビリテーションの現行の報酬体系

通所リハビリ

テーション（Ⅱ）

70％を算定

訪問指導等加算（介護老人保健施設）

通所リハビリ

テーション（Ⅲ）

(二)要介護１・２
(三)要介護３・４・５

(一)要支援

通所リハビリ

テーション（Ｉ）

２時間以上
３時間未満の場合(二)要介護１・２

(三)要介護３・４・５

(一)要支援

①利用者の数が運営規程に定める利用定員を超えているとき

②医師、理学療法士、作業療法士、看護職員、介護職員の員数が指定居宅サービス基準の規定に達していないとき

(一)要支援
(二)要介護１・２
(三)要介護３・４・５



 

通所介護・通所リハビリテーションの報酬体系を考える視点 ① 
 
ｘ 

× 

 
 

○要介護度別による３区分 

  ・要支援 ・要介護１・２ ・要介護３～５

（直接処遇職員の人件費に、勤務に占める介

護時間割合（７０％）を乗じた部分を変動費

用として、要介護度毎に配賦） 

 

 ○サービス提供時間による区分 

 （２時間以上８時間未満を４区分して評価）

 

 ○事業所の類型 

  通所介護 

・単独型       ・併設型 

・痴呆専用単独型   ・痴呆専用併設型 

通所リハビリテーション 

 ・医療機関（通常規模）・診療所（小規模）

 ・介護老人保健施設 

 

○各種減算の設定 

 ・定員を利用人員が超過した場合 

 ・看護・介護職員等の人員が欠如した場合 

          → 70／100 に減算 

 ○各種加算の設定 

・食事加算   ・送迎加算 

・入浴介助加算 ・特別入浴介助加算 等 

 
 
［要介護度別による３区分］ 

 ○ 要介護度別の報酬設定をどう考えるか。 

○ ３区分の仕方及び区分毎の報酬の差はどうか。 

 

 

 

［サービス提供時間による区分］ 

○ サービス提供時間の区分設定をどう考えるか。 
 
 
 
 
［事業所の類型］ 
○ 事業所の類型をどう考えるか。 

 
 
 
 
［各種減算・加算］ 
 ○ 現行の各減算・加算をどう考えるか。 
 

 現行の報酬体系  現行の報酬体系に関する論点 



【要介護度別利用回数の割合】 （％）

　要支援 　要介護１ 　要介護２ 　要介護３ 　要介護４ 　要介護５ 計

　　　　 11.5 32.2 24.1 15.3 10.5 6.3 100.0

　　　　 8.6 33.3 26.6 16.1 10.2 5.1 100.0

医療機関（通常規模） 10.2 36.4 25.8 14.5 8.7 4.4 100.0

診療所（小規模） 13.1 39.5 23.4 12.7 7.2 4.0 100.0

老人保健施設　　　 7.2 30.6 27.4 17.6 11.5 5.8 100.0

通所介護総提供回数に対する割合 （％）

　要支援 　要介護１ 　要介護２ 　要介護３ 　要介護４ 　要介護５ 計

0.05 0.20 0.17 0.14 0.15 0.21 0.92

0.10 0.22 0.17 0.11 0.10 0.08 0.78

7.57 19.11 13.31 8.24 5.44 3.15 56.82

3.77 12.71 10.49 6.85 4.81 2.85 41.47

通所リハ総提供回数に対する割合 （％）

　要支援 　要介護１ 　要介護２ 　要介護３ 　要介護４ 　要介護５ 計

0.07 0.18 0.10 0.06 0.04 0.04 0.49

0.18 0.42 0.29 0.17 0.13 0.08 1.28

3.42 9.30 6.79 3.89 2.36 1.11 26.88

4.96 23.42 19.42 12.03 7.64 3.90 71.35

各通所サービス提供回数に対する割合 （％）

食事 入浴介助 特別入浴介助 機能訓練体制 訪問指導等

94.6 61.1 14.3 30.2 －

94.5 48.8 7.7 － 0.031

（国民健康保険団体連合会　平成１３年５月請求分）

176.9 (1.77回／通所１回）

送迎

通所介護

通所リハビリテーション

■通　所　介　護

２～３(時間)

186.0 (1.86回／通所１回）

２～３(時間)

３～４（〃）

３～４（〃）

４～６（〃）

６～８（〃）

通　所　介　護

通所リハビリテーション

【サービス提供時間別利用回数の割合】

【各加算の利用回数割合】

４～６（〃）

６～８（〃）

■通所リハビリテーション

データ



 

通所介護・通所リハビリテーションの報酬体系を考える視点 ②  
 
 

通所リハビリテーション  通所介護 
医療機関－通常規模（２０人） 診療所－小規模（１０人） 介護老人保健施設 

内容 
 
 
 

・日常生活上の世話 
入浴、食事の提供 
生活等に関する相談・助言 
健康状態の確認 
・機能訓練 

・日常生活の自立を助けるための理学療法・作業療法 
・その他必要なリハビリテーション 

管理者 専従（場合により兼務可） 医師（兼務可） 医師（兼務可） 
医師  専任（兼務可）     １人  （利用者４０人まで） 

 
施設の入所者数の３割を超えた数

について、200人に１人 [常勤換算] 
（入所者数100人以上又は常勤医師
の配置されていない施設の場合） 

理学療法士（ＰＴ）

作業療法士（ＯＴ）

看護職員  
       等

看護職員（定員１０人超の場合） 
提供時間帯を通じて専従 １人 
機能訓練指導員      
兼務可         １人 

ＰＴ・ＯＴ・経験看護婦 
提供時間帯を通じて専従 １人 
ＰＴ・ＯＴ・看護職員 
提供時間帯を通じて専従 １人 
※PT・OTを最低週１日配置 

ＰＴ・ＯＴ・経験看護婦 
提供時間帯を通じて専従 １人 
 

ＰＴ・ＯＴ 
利用者数÷100（人） [常勤換算] 
看護職員 
専任（兼務可）   １人 

介護職員 提供時間帯を通じて専従 
利用者１５人まで   １人 
以後５人を増す毎に  １人 

必要な数 提供時間帯を通じて専従 
           １人 

提供時間帯を通じて専従 
利用者１０人に１人 

 
 
 
 

生活相談員 
支援相談員 

生活相談員 
提供時間帯を通じて専従 １人 

  支援相談員 
利用者数÷100（人） [常勤換算] 

加算 送迎・食事・入浴介助・特別入

浴介助・機能訓練体制 
送迎・食事・入浴介助・特別入浴介助 送迎・食事・入浴介助・特別入

浴介助・訪問指導等 
介護報酬 
（６～８時間） 

併設型 
要支援    560単位 
要介護１・２ 662単位 
要介護３～５ 924単位 

 
要支援     661単位 
要介護１・２  774単位 
要介護３～５  1063単位 

 
要支援      665単位 
要介護１・２   779単位 
要介護３～５  1070単位 

 
要支援     648単位 
要介護１・２  758単位 
要介護３～５  1041単位 

現行の人員基準・報酬体系

人 

員 

基 

準



 
  
 ■人員基準の具体例 

 通所介護 通所リハビリテーション 
医療機関（通常規模） 

通所リハビリテーション 
介護老人保健施設 

１単位の利用者２０人の場合 
 

看護職員       １人 
（機能訓練指導員を兼務） 
介護職員       ２人 
生活相談員      １人 
 

医師          兼務 
ＰＴ・ＯＴ・看護職員  ２人 
介護職員        必要数 

医師          兼務 
ＰＴ・ＯＴ       0.2人 
看護職員        兼務 
介護職員        ２人 
支援相談員       0.2人 

 
 ■通所サービス１事業所あたり従事者数                        （平成１２年 介護サービス施設・事業所調査） 
 通所介護 通所リハビリテーション（医療機関） 通所リハビリテーション（介護老人保健施設） 

月あたり延利用者数  （人） 420.2 391.4 477.3 

 常勤専従 兼務・非常勤 兼務・非常勤 常勤専従 兼務・非常勤 常勤専従 兼務・非常勤 
従事者      （人）   （実数） （常勤換算）   （実数）   （実数） 

医師 0.0 0.1 0.0 0.5 0.8 0.1 0.9 

理学療法士 0.0 0.1 0.0 0.4 0.5 0.1 0.8 

作業療法士 0.0 0.0 0.0 0.3 0.2 0.1 0.5 

看護職員 0.7 1.1 0.5 2.3 0.8 1.0 0.6 

その他の機能訓練指導員 0.1 0.6 0.2 － － － － 

生活相談員・支援相談員等 ※１ 1.1 0.6 0.3 － － 0.3 0.7 

介護職員 3.1 2.9 1.6 3.3 0.6 4.2 0.8 

その他 0.7 1.6 0.6 － － － － 

合計 5.6 6.9 3.3 6.8 3.0 5.8 4.4 

   ※１ 介護支援専門員を含む 
 
 
 

○ 施設毎の人員基準と介護報酬単価の違いをどう考えるか。  

・それぞれの施設の機能をどう考えるか。  
・通所リハビリテーションについては、効果の評価を含め、あり方をどう考えるか。  

論点  

データ



通所介護

Ⅰ　介護給付費に関するデータ （国民健康保険団体連合会　平成１３年５月審査分）

通所介護総費用 26,666,754 　千円

介護給付費全体に占める割合 8.19 　％

要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

利用者数 536,749 85,147 181,430 116,022 70,396 50,727 33,027  （平均要介護度） 1.91

100% 15.9% 33.8% 21.6% 13.1% 9.5% 6.2%

利用者１人当たり平均単位数 ／月（単位） 4,907.2 2,769.7 4,251.4 5,097.7 6,990.7 6,709.5 6,141.9  

利用者１人当たり平均利用日数 ／月（日） 6.0 4.4 5.8 6.7 7.1 6.7 6.2  

利用者１日当たり平均単位数 　　（単位） 812.0 632.3 737.5 755.4 989.2 999.1 994.6  

社会福祉法人
（社協以外）

社会福祉法人
（社協）

医療法人 営利法人 農協 生協 その他法人

指定事業所数 8,867 5,113 1,350 456 711 70 58 1,109

（平成１３年５月現在、厚生労働省調べ) 100% 57.7% 15.2% 5.1% 8.0% 0.8% 0.7% 12.5%

請求事業所数 8,434 4,960 1,225 390 578 62 50 1,169

１事業所当たり平均費用額 ／月（円） 3,161,756 3,499,073 2,999,681 3,159,398 2,159,464 3,184,617 1,672,069

１事業所当たり平均利用実人数 ／月（人） 65.7 74.0 66.0 48.4 34.3 55.3 31.2

利用者１人当たり平均費用額 　　（円） 48,113 47,297 45,456 65,249 63,039 57,581 53,661

①　要介護状態区分別

要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

利用回数 （回） 3,248,327 373,499 1,046,976 784,034 498,275 341,261 204,282 （平均要介護度） 2.04

100% 11.5% 32.2% 24.1% 15.3% 10.5% 6.3%

利用単位数 （千単位） 2,639,770 236,831 772,724 592,743 493,331 340,951 203,188

100% 9.0% 29.3% 22.5% 18.7% 12.9% 7.7%

１回当たり平均単位数 （単位） 812.7 634.1 738.1 756.0 990.1 999.1 994.6



②　サービス類型別

痴呆専用 痴呆専用

単独型 併設型 単独型 併設型

利用回数 （回） 3,248,327 1,248,703 1,827,973 54,302 117,349

100% 38.4% 56.3% 1.7% 3.6%

利用単位数 （千単位） 2,123,022 845,937 1,116,374 54,853 105,857

（各加算を除く） 100% 39.8% 52.6% 2.6% 5.0%

１回当たり平均単位数 （単位） 653.6 677.5 610.7 1,010.2 902.1

（各加算を除く）

Ⅱ　サービス提供事業所に関するデータ （介護サービス施設・事業所調査　平成１２年１０月）

①　利用者数規模別事業者数

事業所数の構成割合　（９月中の１事業所当たり実利用者数） 1事業所当たり　　（人）

1～9人 10～19人 20～29人 30～39人 40～49人 50～99人 100人以上 実利用者数 利用者延数

通所介護 2.7% 5.4% 5.7% 6.2% 7.5% 44.5% 26.2% 78.2 420.2

（９月中） （９月中）

②　従事者数

（常勤換算） 総数 常勤 非常勤

総数 （人） 70,949 53,918 17,031

介護職員 （人） 37,273 26,825 10,448

　介護福祉士（再掲） （人） 7,752 7,260 492

医師 （人） 174 122 52

看護婦（士） （人） 4,594 3,270 1,324

准看護婦（士） （人） 5,101 3,895 1,206

機能訓練指導員 （人） 2,581 1,899 682

　理学療法士（再掲） （人） 220 127 93

　作業療法士（再掲） （人） 131 97 35

栄養士 （人） 1,211 1,090 120

調理員 （人） 5,310 3,398 1,911

介護支援専門員 （人） 856 822 34

生活相談員 （人） 9,740 9,503 237

　社会福祉士（再掲） （人） 991 949 42

その他の職員 （人） 4,111 3,094 1,017



通所リハビリテーション

Ⅰ　介護給付費に関するデータ （国民健康保険団体連合会　平成１３年５月審査分）

通所リハビリテーション総費用 19,928,922 　千円

介護総費用に占める割合 6.12 　％

要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

利用者数 295,084 37,134 101,416 71,137 42,290 27,838 15,269  （平均要介護度） 1.94

100% 12.6% 34.4% 24.1% 14.3% 9.4% 5.2%

利用者１人当たり平均単位数 ／月（単位） 6,710.8 3,510.3 5,945.1 6,846.4 9,197.1 8,851.8 8,157.6  

利用者１人当たり平均利用日数／月（日） 7.3 5.0 7.1 8.1 8.3 7.9 7.3  

利用者１日当たり平均単位数 　　（単位） 915.0 696.3 835.7 845.4 1,114.5 1,121.9 1,124.9  

社会福祉法人
（社協以外）

社会福祉法人
（社協）

医療法人 営利法人 農協 生協 その他法人

指定事業所数 5,618 454 0 4,035 4 30 209 886

（平成１３年５月現在、厚生労働省調べ) 100% 8.1% 0.0% 71.8% 0.1% 0.5% 3.7% 15.8%

請求事業所数 5,332 434 4 3,584 5 27 201 1,077

１事業所当たり平均費用額 ／月（円） 3,737,607 4,310,460 2,545,428 3,957,958 2,440,417 3,553,806 2,722,644

１事業所当たり平均利用実人数／月（人） 56.2 70.1 47.8 57.9 46.0 63.0 42.6

利用者１人当たり平均費用額 　　（円） 66,484 61,471 53,307 68,386 53,053 56,410 63,901

①　要介護状態区分別

要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

利用回数 （回） 2,171,463 187,440 723,364 577,741 350,536 220,867 111,515 （平均要介護度） 2.05

100% 8.6% 33.3% 26.6% 16.1% 10.2% 5.1%

利用単位数 （千単位） 1,985,198 131,505 604,062 488,087 389,883 246,881 124,780

100% 6.6% 30.4% 24.6% 19.6% 12.4% 6.3%

１回当たり平均単位数 （単位） 914.2 701.6 835.1 844.8 1,112.2 1,117.8 1,119.0



②　サービス類型別

通所リハ（Ｉ）通所リハ（Ⅱ）通所リハ（Ⅲ）

通常規模 小規模 老人保健施設

利用回数 （回） 2,171,463 883,225 89,257 1,198,981

100% 40.7% 4.1% 55.2%

利用単位数 （千単位） 1,684,358 685,844 68,044 930,470

（各加算を除く） 100% 40.7% 4.0% 55.2%

１回当たり平均単位数 （単位） 775.7 776.5 762.3 776.1

（各加算を除く）

Ⅱ　サービス提供事業所に関するデータ （介護サービス施設・事業所調査　平成１２年１０月）

①　利用者数規模別事業所数

事業所数の構成割合　（９月中の１事業所当たり実利用者数） 1事業所当たり　　（人）

1～9人 10～19人 20～29人 30～39人 40～49人 50～99人 100人以上 実利用者数 利用者延数

医療機関 3.6% 8.7% 13.7% 13.7% 12.2% 31.7% 7.7% 51.7 391.4

介護老人保健施設 4.7% 7.7% 8.8% 9.7% 10.3% 40.5% 17.3% 67.9 477.3

（９月中） （９月中）

②　従事者数

（実人数） 医療機関 介護老人保健施設

専従 兼務 専従 兼務

総数 （人） 15,402 6,752 15,288 11,709

医師 （人） 1,025 1,926 207 2,478

理学療法士 （人） 1,009 1,145 378 2,163

作業療法士 （人） 667 505 246 1,433

看護婦 （人） 3,491 1,020 1,043 679

准看護婦 （人） 1,825 798 1,557 925

支援相談員 （人） － － 762 1,928

介護職員 （人） 7,385 1,358 11,095 2,103




